
(証券コード　9376)

2022年12月７日

株 主 各 位

東京都千代田区平河町二丁目７番４号

株 式 会 社 ユ ー ラ シ ア 旅 行 社
代表取締役 井 上 利 男

１．日 時 2022年12月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区平河町二丁目７番４号

砂防会館別館　３階会議室　立山
３．会議の目的事項

報 告 事 項 第37期（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）事業報
告及び計算書類報告の件

決議事項
議 案 監査役２名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
代理人による議決権行使
　株主総会にご出席されない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人と
して株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する
書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

第37回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第37回定時株主総会を下記要領により開催いたしますの
で、ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封
の議決権行使書用紙に賛否をご記入いただき、2022年12月22日（木曜日）午後４
時までに到着しますようご返送いただきたくお願い申し上げます。また本総会
は、新型コロナウイルス感染症拡大の抑制を引き続き図るため、会場の座席間隔
を広げ、座席数を減少して開催いたします。そのため、当日ご来場いただきまし
てもご入場できない場合がございます。

　ご不便をお掛けいたしますが、ご協力のほどよろしくお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に記載すべき事項を修正する
必 要 が 生 じ た 場 合 は 、 修 正 後 の 事 項 を 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
(https://www.eurasia.co.jp/) に掲載いたしますのでご了承ください。
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( 自　2021年10月１日 )至　2022年９月30日

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 会社の現況

(1) 事業の経過及び成果

　当期の我が国経済は、一部自治体に発出されていた緊急事態宣言が解除

された状況で始まり、社会に落ち着きが戻りつつありました。しかしその

後、諸外国において広がった新型コロナウイルス感染症の変異種（オミク

ロン株）が国内でも感染拡大し、2022年1月には蔓延防止等重点措置が実

施される事態となりました。新型コロナウイルス感染拡大とそれに伴う生

活様式の変化、資源価格の高騰、内外金利差等を背景とした円安の進行、

ロシアによるウクライナ侵攻など様々な環境変化の下にありました。これ

ら国内外の情勢が各企業、各個人に与える影響は様々ですが、我が国経済

全体としては不確実性が増しているといえます。

　当社におきましては、とりわけ新型コロナウイルス感染拡大の影響を強

く受けております。当期の開始時点では、外務省により発出された海外感

染症危険情報などの水際対策により、海外旅行が事実上催行不可能であり

ました。しかし旅行先国における日本からの観光客受け入れ状況が整い始

め、観光の再開が可能な状況となるとともに、2022年4月1日付で外務省よ

り、106カ国について海外感染症危険情報がレベル3からレベル2に引き下

げられる等、一定の制約下での海外旅行が可能になったことから、海外団

体旅行の募集を再開し、2022年7月に新型コロナウイルス感染拡大後初め

ての海外旅行を催行しております。

　国内旅行に関しましては、引き続き国内旅行部門での収益確保のために

社内資源の一部投下を継続しております。国内旅行売上は、国内における

新型コロナウイルス感染症の状況により増減しつつも、12月度と6月度に

過去最高を更新しております。

　その結果、当期の営業収益は502百万円（前期比223.8％）、経常損失は

152百万円（前期は経常損失153百万円）、当期純損失が153百万円（前期

は当期純損失153百万円）となりました。
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(2) 設備投資の状況

　特記すべき重要な事項はありません。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき重要な事項はありません。なお、当期におきましては、増資又

は社債発行による資金調達は行っておりません。
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(4) 対処すべき課題

　当社におきましては、新型コロナウイルス感染拡大を受け、2020年3月

25日付で外務省より、全世界に対しての危険情報「レベル2（不要不急の

渡航はやめて下さい。）」の発出がなされて以降、日本からの海外旅行の

催行が事実上不可能な状況が続いておりました。2022年4月1日付で外務省

より、106カ国について海外感染症危険情報がレベル3からレベル2に引下

げられる等、水際対策の緩和に合わせ一定の制約下での海外団体旅行を再

開したものの、海外旅行需要の本格的な回復には至っておりません。

　その結果、営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスが2期以上

連続しており、政府による入国者総数の制限撤廃の時期、及び今後の海外

旅行需要の回復状況によっては、当社の財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

　これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しておりますが、かかる状況に対応するため、営業時間

の短縮（2022年9月末まで）、一部業務の休業、雇用調整助成金等の公的

制度の活用、役員報酬総額の削減、給与の一部見直し、広告費の抑制など

による販売費及び一般管理費の削減を前事業年度から継続して実施してお

ります。また、国内旅行部門での収益確保のために一部社内資源の投下も

継続しております。2022年3月の水際対策緩和後は、海外旅行商品の拡

充、会報誌の発行部数の増加など海外旅行の営業も本格的に再開しており

ます。

　これらの対応策により、当社の資金繰りに関しましては、少なくとも当

事業年度末の翌日から12か月間の事業継続に必要な水準を確保しておりま

す。

　加えて、当事業年度末の現金及び預金残高から旅行前受金残高を控除し

て1,015百万円の残高となる一方、当事業年度の販売費及び一般管理費の

総額は416百万円であり、借入金残高もないことから、当面の資金繰りに

ついては問題ないと考えております。

　以上より、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判

断しております。

　このような環境下でありますが、引き続き顧客との緊密なコミュニケー

ションに努め、知的好奇心や精神的喜びに応える旅づくりを通じて上質な

サービスを提供し続けるよう努めます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお

願い申し上げます。
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(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 （単位：千円）

区　　分
第34期

(2019年９月期)
第35期

(2020年９月期)
第36期

(2021年９月期)
第37期(当期)
(2022年９月期)

営 業 収 益 5,727,590 2,347,587 224,355 502,053

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

169,440 △76,600 △153,432 △152,746

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

130,889 △66,064 △153,722 △153,036

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

35.47円 △17.90円 △41.66円 △41.47円

総 資 産 3,342,272 2,135,702 1,980,127 2,071,021

純 資 産 2,045,996 1,939,194 1,785,619 1,632,619

１株当たり純資産額 554.47円 525.53円 483.91円 442.45円

 (注) 　 １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)は、自己株式を控除した期中平均発行済株

式総数に基づき、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数に基

づき、それぞれ算出しております。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

㈱ユーラシアサービス 30百万円 100％ 派 遣 業

(6) 重要な子会社の状況

① 重要な子会社の状況

② 企業結合の成果

　当社の連結子会社は、上記会社で、当連結会計年度の営業収益は502百

万円、親会社株主に帰属する当期純損失は123百万円であります。

(7) 主要な事業内容（2022年９月30日現在）

海外旅行の企画・手配・販売

損害保険の代理店業務

(8) 主要な事業所（2022年9月30日現在）

本社　東京都千代田区平河町二丁目７番４号

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

36名 １名減 43.4歳 17.8年

(9) 使用人の状況（2022年9月30日現在）

(10) 主要な借入先の状況（2022年9月30日現在）

　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 14,760,000株

② 発行済株式の総数 3,690,000株

③ 株主数 2,049名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

井 上 利 男 1,949,100株 52.8％

㈲ ホ ワ イ ト サ ク セ ス 414,000 11.2

佐 伯 　 剛 75,700 2.1

河 内 友 里 江 47,400 1.3

㈱ 広 　 美 36,000 1.0

井 上 勝 仁 36,000 1.0

宮 田 麻 志 33,000 0.9

宇 田 　 肇 27,100 0.7

川 畑 　 宏 27,000 0.7

大 塚 伸 樹 23,700 0.6

２. 会社の状況

(1) 株式の状況（2022年9月30日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（26株）を控除して計算しております。
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 井 上 利 男

取 締 役 杉 浦 康 晴 管理部長

取 締 役 河 井 良 成
株式会社ヘキサゴンキャピタルパ
ートナーズ代表取締役

常 勤 監 査 役 高 橋 淑 夫

監 査 役 加 藤 純 二 弁護士

監 査 役 田 鍋 晋 二 公認会計士

(2) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2022年9月30日現在）

（注）１. 取締役河井良成氏は、社外取締役であります。兼職先と当社との間には特別な関係は

ありません。同氏は、当社の子会社である株式会社ユーラシアサービスの非業務執行

取締役であり、同社からの報酬はありません。

２. 監査役高橋淑夫氏、加藤純二氏及び田鍋晋二氏は社外監査役であります。

３. 社外取締役及び社外監査役の選任にあたっては、その独立性を担保するため、東京証

券取引所「上場管理等に関するガイドライン」における独立役員の独立性に関する判

断基準等を参考にしております。社外取締役河井良成氏並びに社外監査役高橋淑夫

氏、加藤純二氏及び田鍋晋二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立委員として指定

し、同証券取引所に届け出ております。

４. 監査役田鍋晋二氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

５. 社外監査役加藤純二氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相

当程度の知見を有しております。

６．社外取締役及び社外監査役と当社の間に人的関係、または重要な取引関係はありませ

んが、社外取締役河井良成氏は3,000株、社外監査役高橋淑夫氏は9,000株、社外監査

役加藤純二氏は9,000株当社株式を保有しております。

② 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

１　取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に関する決定方針に関する事

項

　取締役及び監査役の報酬は、基本報酬である固定報酬のみであります。

　各取締役の報酬については、取締役会の委任を受けた代表取締役が、株主

総会で決議された報酬総額の最高限度額の範囲内で、経営環境、経営状況、

業績、財務状況、各人の貢献度等を総合的に勘案し、当事業年度の報酬額を

決定しております。

　各監査役の報酬は、株主総会で決議された報酬総額の最高限度額の範囲内

で、監査役の協議により、各人の貢献度を考慮し決定しております。
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区 分 報 酬 等 の 総 額 対象となる役員の員数

取 締 役 18百万円 ３名

監 査 役 ６百万円 ３名

合 計
（うち社外役員）

24百万円
（６百万円）

６名
（４名）

２　取締役会及び監査役の報酬についての株主総会の決議に関する事項

　取締役の金銭報酬の額は、1999年12月31日開催の第14回定時株主総会にお

いて、年額500百万円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人

部分給与は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、３名であ

ります。

　監査役の金銭報酬の額は、1999年12月31日開催の第14回定時株主総会にお

いて、年額100百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監

査役の員数は、１名であります。

３　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　当社は、取締役会の委任を受けた代表取締役井上利男が、取締役の個人別

の報酬額を決定しております。

　その権限の内容は、経営環境、経営状況、業績、財務状況、各人の貢献度

等を総合的に勘案し、株主総会で決議された報酬総額の最高限度額の範囲内

において、取締役の個人別の報酬を決定するものであります。

　これらの権限を委任した理由は、取締役各人の貢献度を総合的に判断でき

るものは代表取締役に限られるためであります。

　取締役会は、当該権限が適切に行使されるよう、代表取締役による取締役

の個人別の報酬等の内容の決定が、取締役会の委任の趣旨に合致することを

監督する等の措置を講じております。当該手続を経て取締役の個人別の報酬

が決定されていることから、取締役会は、個人別の報酬の内容が決定方針に

沿うものであると判断しております。

③ 取締役及び監査役の当事業年度に係る報酬等の総額等

（注） 役員報酬は基本報酬である固定報酬のみであり、その他の種類の報酬は支給しておりま

せん。
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社外取締役 取締役会出席状況
主な活動状況及び社外取締役が果たすことが

期待される役割に関して行った職務の概要

河井良成 14回中14回

金融業界及び会社経営で培われた見識をもっ

て、経営の客観性や独立性確保のために独立

した立場から取締役会において適宜助言、提

言を行いました。

また、取締役に対しても同様に社外の観点か

ら助言、提言を行いました。

社外監査役 出席状況 主な活動状況

高橋淑夫
取締役会　14回中13回

監査役会　16回中15回

大学教授として培った深い見識をもって、取

締役会において適法性、適切性、妥当性につ

いて発言をいただきました。

また、独立した立場から、中立的な監査を実

施していただいております。

加藤純二
取締役会　14回中13回

監査役会　16回中15回

弁護士としての専門的見地から、取締役会に

おいて適法性、適切性、妥当性について発言

をいただきました。

また、独立した立場から、中立的な監査を実

施していただいております。

田鍋晋二
取締役会　14回中14回

監査役会　16回中16回

公認会計士としての専門的見地から、取締役

会において適法性、適切性、妥当性について

発言をいただきました。

また、独立した立場から、中立的な監査を実

施していただいております。

④ 社外役員に関する事項

１．主な活動状況

２．重要な兼職先と当社との関係

　「①取締役及び監査役の状況」に記載の通りであります。
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３.会計監査人の状況
(1)会計監査人の名称　　三優監査法人
(2)報酬等の額　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額　10百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監

査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分
しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る
会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容を吟味・検討し、報酬
見積りの適切性・妥当性を検討した上で、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

(3)非監査業務の支払対価の業務の内容
　該当事項はありません。

(4)会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定
し、取締役会は当該決定に基づき当該議案を株主総会の会議の目的とするこ
とといたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に
該当すると認められ、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全
員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

－ 10 －



４. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下のとお

りであります。

　当社は、職務分掌や職務権限に関する規程をはじめとする各種規程を整備し

ており、職位に応じた権限と責任の下に業務を遂行することで内部統制を図っ

ております。

　当社の取締役の職務執行が適正かつ効率的に行われることを確保するための

体制として、毎月１回の定時取締役会の開催を行っています。

　各取締役は、担当業務に関するリスク管理の責任を負い、適切にこれを管理

するとともに、取締役会において報告・情報交換を行っています。

　監査役は、取締役会への出席を行うとともに、経営の透明性と監査機能の向

上のために、取締役と定期的に意見交換を行っています。会計監査人とのあい

だでは、意見交換・情報交換を通じて連携を図っています。

　当社は、反社会的勢力・団体に対しては、一切関係をもたないことを企業意

思として統一しております。形態を問わず取引関係を有しないこととしてお

り、対応統括部署は管理部と定め、必要に応じて弁護士ならびに所轄警察署等

の外部専門機関と連携して対応を図ることとしております。

　当事業年度の取組みにつきましては、「取締役の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するため

の体制」が適切に運用されていることを確認しております。
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（2022年9月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

旅 行 前 払 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

敷 金 保 証 金

保 険 積 立 金
　

1,625,639

1,304,921

112,190

161,960

9,505

37,171

△110

445,381

455

43

412

10,280

2,862

7,418

434,646

205,781

30,000

81,414

117,450
　

流 動 負 債 345,209

営 業 未 払 金 33,093

未 払 金 14,410

未 払 費 用 6,343

未 払 法 人 税 等 344

旅 行 前 受 金 289,920

預 り 金 1,097

固 定 負 債 93,192

退 職 給 付 引 当 金 93,192

負 債 合 計 438,402

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,632,854

資 本 金 312,000

資 本 剰 余 金 175,600

資 本 準 備 金 175,600

利 益 剰 余 金 1,145,273

利 益 準 備 金 1,435

その他利益剰余金 1,143,838

自 己 株 式 △19

評価・換算差額等 △234

その他有価証券評価差額金 △234

純 資 産 合 計 1,632,619

資 産 合 計 2,071,021 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,071,021

貸　借　対　照　表

（金額表示については、千円未満の端数を切り捨てております。）
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( 自　2021年10月１日 )至　2022年９月30日
（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 502,053

営 業 費 用 391,088

営 業 総 利 益 110,964

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 416,161

営 業 損 失 305,197

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 9,695

為 替 差 益 32,219

助 成 金 等 収 入 107,021

そ の 他 3,514 152,450

経 常 損 失 152,746

税 引 前 当 期 純 損 失 152,746

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 290

当 期 純 損 失 153,036

損　益　計　算　書

（金額表示については、千円未満の端数を切り捨てております。）
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(自　2021年10月１日　至　2022年9月30日） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自 己
株 式

株 主 資 本
合 計資本準備金

資本剰余
金 合 計

利益準備
金

その他利益
剰余金

利益剰余
金 合 計

当 期 首 残 高 312,000 175,600 175,600 1,435 1,296,875 1,298,310 △19 1,785,890

会計方針の変更に

よる累積的影響額
－

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

312,000 175,600 175,600 1,435 1,296,875 1,298,310 △19 1,785,890

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 損 失 △153,036 △153,036 △153,036

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － － － △153,036 △153,036 － △153,036

当 期 末 残 高 312,000 175,600 175,600 1,435 1,143,838 1,145,273 △19 1,632,854

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △270 △270 1,785,619

会計方針の変更に

よる累積的影響額
－ －

会計方針の変更を反
映 し た 当 期 首 残 高

△270 △270 1,785,619

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 損 失 △153,036

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

36 36 36

事業年度中の変動額合計 36 36 △153,000

当 期 末 残 高 △234 △234 1,632,619

株主資本等変動計算書

（金額表示については、千円未満の端数を切り捨てております。）
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針）

１. 資産の評価基準及び評価方法
　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式………………………………………移動平均法による原価法
　その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの…………時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

　市場価格のない株式等………………………移動平均法による原価法

　（２）デリバティブ等の評価基準及び評価方法……時価法

　（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　貯蔵品……………………………………………最終仕入原価法

２. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………………………定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法
なお、耐用年数及び残存価額については、法
人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。

無形固定資産……………………………………社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法

３. 引当金の計上基準
① 貸倒引当金……………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収

不能見込額を計上しております。
一般債権
貸倒実績率法

② 賞与引当金……………………………………従業員の賞与の支給に備えるため、賞与の支
給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を
計上しております。

③ 退職給付引当金………………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務に基づき、当事業年
度末において発生していると認められる額を
計上しております。

４. ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理によっております。

また、為替予約については、振当処理の要件
を満たす場合は振当処理を行っております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……………………………………為替予約取引
ヘッジ対象……………………………………営業費用に係わる外貨建債務及び外貨建予定

取引
ヘッジ方針………………………………………為替相場変動リスクを回避する目的で実需の

範囲内でのヘッジを行っております。
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５. 収益及び費用の計上基準

　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する時点）は以下の通りであります。

①　自社の企画旅行商品

　当社が定める旅行日程に従って、顧客が運送・宿泊機関等の提供する運送、宿泊その他の旅

行に関するサービスの提供を受けることができるように手配し旅程を管理することが履行義務

であり、ツアーの帰着日をもって収益を認識しております。

②　手配旅行等の代理業務

　旅行者の委託により、代理、斡旋又は取次をすること等により旅行者が運送・宿泊機関等の

提供する運送、宿泊その他の旅行に関するサービスの提供を受けることができるように手配す

ることが履行義務であり、手配が完了した時点において代理人取引として純額で収益を認識し

ております。

（会計方針の変更に関する注記）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益

認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービ

スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することといたしました。これにより、航空券、宿泊施設及びそ

の他の手配について、従来は収益を総額で表示しておりましたが、代理人として関与

したと判定される取引については純額表示に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適

用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首のその他利益剰余金に加減し、当該

期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、期首の剰余金に与える影響はあ

りません。

　この結果、収益認識会計基準等の適用による、当事業年度の営業収益及び営業費用

は12,204千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第

19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第

44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を将来にわたって適用することといたしました。これによる、計算書類に与える影

響はありません。
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有形固定資産 455千円

無形固定資産 10,280千円

減損損失 －千円

１. 有形固定資産の減価償却累計額 24,396千円

２. 関係会社に対する短期金銭債務 8,514千円

関係会社との取引高　　　　　　　　　営業取引 66,096千円

営業取引以外の取引 7,200千円

１. 発行済株式　　　　　　　　　　　普通株式 3,690,000株

２. 自己株式数　　　　　　　　　　　普通株式 26株

（会計上の見積り）

固定資産の減損

（1）計算書類に計上した金額

（2）見積りの内容に関するその他の情報

　当社は、当事業年度において、2事業年度以上連続して営業損失を計上することから、固定

資産に減損の兆候を認識しておりますが、事業計画により得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローが帳簿価額を上回るため、減損損失を計上しておりません。

　当該見積りを行う上で、新型コロナウイルス感染症の今後の影響を含む仮定については以下

の通りです。

　国内においては、新たな変異種の流行等により再度の行動制限の可能性が残る一方、ワクチ

ン接種率の上昇等による経済活動の正常化も進んでおります。そのため、概ね新型コロナウイ

ルス感染拡大前と同様の国内旅行が可能と想定しております。

　また、海外旅行については、2022年9月26日付で外務省より、1日5万人を目途としていた入

国者数の上限が2022年10月11日以降撤廃される旨の水際措置の見直しが公表されました。これ

を契機に海外旅行の本格的な回復が始まるものと想定しております。また、国内航空会社およ

びIATA（国際航空運送協会）の国際旅客需要予想を参考に、2024年9月期には日本からの海外

旅行需要がコロナ前（2019年9月期）の90％まで回復していくものと想定しております。

　当該仮定は不確実性が高く、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化した場合には、翌事

業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（貸借対照表関係）

（損益計算書関係）

（株主資本等変動計算書関係）

３. 剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

　当社は、旅行業を営んでおり、営業収益については、旅行代金の前受金の形で入金される

ものが大半であります。事前の入金を前提としていることから、無借金経営を継続しており

ます。同時に顧客よりの預り金の性質を有する前受金相当の資金につきましては、価値変動

リスクにさらすことを避け、現金及び現金同等物として保有することを基本方針としており

ます。一時的な余剰資金は、安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ取引について

は、リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
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貸借対照表計上額 時価 差額

(１)投資有価証券 5,781 5,781 －

(２)敷金保証金 81,414 81,357 △57

繰越欠損金 107,718千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 28,516千円

その他 1,457千円

繰延税金資産小計 137,692千円

繰越欠損金に係る評価性引当金（注）２ △107,718千円

将来減算一時差異等に係る評価性引当金 △29,974千円

評価性引当額小計（注）１ △137,692千円

繰延税金資産合計 －千円

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超 合計

税務上の繰越

欠損金（a）
- - - - - 107,718 107,718千円

評価性引当金 - - - - - 107,718 107,718千円

繰延税金資産 - - - - - - -千円

１. １株当たり純資産額 442円45銭

２. １株当たり当期純損失 41円47銭

２. 金融商品の時価等に関する事項

　2022年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通り

であります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額200,000千円）は、「その他有

価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、営業未収入金、

営業未払金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を

省略しております。

（単位：千円）

（税効果会計関係）

繰延税金資産の発生の主な原因

（注）１．評価性引当金が49,168千円増加しております。この主な増加の内容は、税務上の繰

越欠損金に係る評価性引当金が47,605千円増加したことによるものであります。

　　　２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

（a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報

（重要な会計方針）に係る事項に関する注記「５．収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。なお、取引の対価は、原則、履行義務の充足前に受領することになってお

り、また、履行義務の充足後に受領する場合においても、通常、短期のうちに支払期限が到

来するため、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

（１株当たり情報）
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独立監査人の監査報告書

2022年11月16日

株式会社ユーラシア旅行社

　　取締役会　御中

三優監査法人

東京事務所

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 米林喜一

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 川村啓文

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ユ

ーラシア旅行社の2021年10月１日から2022年９月30日までの第37期事業年度

の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい

て監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

－ 20 －



計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
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るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2021年10月１日から2022年９月30日までの第37期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

(2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取

締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及

び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし

た。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保

するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び使用

人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要

に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

監査役会の監査報告
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③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及

びその附属明細書について検討いたしました。

２. 監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2022年11月22日

株式会社ユーラシア旅行社監査役会

常勤監査役(社外) 高 橋 淑 夫 ㊞

監　査　役(社外) 加 藤 純 二 ㊞

監　査　役(社外) 田 鍋 晋 二 ㊞
　

以　上

以　上
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

1
加 藤 純 二

(1961年６月２日生)

1996年４月 弁護士登録（藤木孝男法律事

務所所属）

1998年４月 埼玉ひまわり法律事務所開業

1999年12月 当社監査役就任（現任）

9,000株

2
田 鍋 晋 二

(1965年７月３日生)

1990年10月 監査法人トーマツ（現有限責

任監査法人トーマツ）入所

1994年８月 公認会計士登録

1996年７月 本郷公認会計士事務所（現

辻・本郷税理士法人）入所

1999年９月 田鍋公認会計士事務所開業

2009年１月 株式会社田鍋会計事務所代表

取締役就任（現任）

2010年12月 当社監査役就任（現任）

－株

株主総会参考書類
議案 監査役２名選任の件

　本総会終結の時をもって監査役２名が任期満了となります。つきましては、改

めて監査役２名の選任をお願いするものであります。なお、本議案に関しまして

は、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 加藤純二氏及び田鍋晋二氏は、社外監査役候補であります。

３. 加藤純二氏は現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本

総会終結の時をもって23年となります。同氏は、弁護しての専門的見地から企業法務

に関して高い実績をあげられており、また、経営に関する高い見識を有しているた

め、社外監査役として選任をお願いするものであります。

４. 田鍋晋二氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって12年となります。同氏は、公認会計士として培われた専門的

な知識・経験等を当社の監査体制に生かしていただくため、社外監査役として選任を

お願いするものであります。

５. 社外取締役の選任にあたっては、その独立性を担保するため、東京証券取引所「上場

管理等に関するガイドライン」における独立役員の独立性に関する判断基準等を参考

にしております。

６. 当社は、加藤純二氏及び田鍋晋二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立委員として

届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とす

る予定であります。

以　上
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定時株主総会会場案内図

ホテル
ニューオータニ ＪＡ共済ビル

砂防会館

砂防会館
別館

４番出口

国立劇場

最高裁判所

国立国会図書館

青山通り永田町駅

赤
坂
見
附
駅

赤坂エクセル
ホテル東急

ユーラシア旅行社

●交通：東京メトロ有楽町線／半蔵門線／南北線「永田町」駅

４番出口徒歩１分

東京メトロ銀座線／丸ノ内線「赤坂見附」駅徒歩５分

場　所　東京都千代田区平河町二丁目７番４号

砂防会館別館

３階会議室　立山


